






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































????????????????（ （ （ （ （ （Lars　Engvall（red），ibid．，s．31．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．31．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．33．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．30．
Lars　Engva11（red＞，ibid．，s．33．
Lars　Engval1（red），ibid．，ss．30－3Lなお（注）1－7の問題の委細は、
　Oskar　Sill6n，1929．，“Zur　Geschichte　der　Betriebswirtshaftslehre　in
　Schweden．Ein　Uberblick　ttber　die　betriebswirtshaftliche　Literarur
　Schwedens　bis　zum　Jahre1900”，Zeitschrift　fur　Handelswissenshaft　und
　Handelspraxis，Heft　2　und4（1929），SS．51－61　und　118－124（En　svens－
　k6versattning　finns　i　Sill6n　，　1943，ss．47－81）に依る。
（8）　Oskar　Sill6n，1929，“Zur　Geschichte．”，S．24，Lars　Engvall（red），
　ibid．，s．52．
（9）　Lars　Engva11（red），ibid．，s．33．
（10）　Oskar　Sill6n，1929，“Zur　Geschichte．”，S．24，Lars　Engvall（red），
　ibid．，s．310ch　52．
（ll）
（12）
（13）
（14）
Lars　Engvall（red），ibid．，s．31．
Lars　Engva11（red），ibid．，s．31．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．31．
Lars　Engval1（red），ibid．，s．31．－32．
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（15）　Oskar　Sill6n，1929，ibid．，s．24．
（16＞　Lars　Engva11（red），ibid．，s．32．
（17）　Lars　Engvall（red），ibid。，s．33．
（18）　Lars　Engvall（red），ibid．，s．52．
㈲　丸尾直美著「福祉国家の経済政策　混合経済の政策原理」、中央経済社、
　昭和40年、73頁。
（20）　Lars　Engvall（red），ibid．，s．32．
⑳　1．Svennilson，Growth　and　Stagnation　in　the　European　Economy，
　Geneve，1954，p．29．，and　Tabel1　A　I，A4　and　A6，Lars　Engvall（red），
　ibid．，s．32．
tZ2）G．Albinsson，Svensk　verkstadsindustri，ss．41－43，　L．Ohlsson，Utri・
　keshandelnoch　den　ekonomista　till　Vaxten　i　Sverige，1969，Tabell．　B．
　ss．134－136．
㈱　Lars　Engvall（red），ibid．，s．32，R．Artle，Svenskt　distributionsvasen－
　de，Stockholm，Tabell　20，s．27．
（24）A．Ostlind，Svensk　Samhallsekonomi　1914－1922，Stockholm，1945，
　bilaga　15，s．875．
㈱　A．Ostlind，ibid．，s．560．
（3）スウェーデンの商業技術論／企業経済学に対する外国
　の影響
　上記のように、スウェーデンの商業技術論／企業経済学の教育・研究
の特性は、実務的な経験の尊重と独学的な性格、そしてその方向性は、
産業界或いは政府諸機関の要請をその領域の中に組み込み、体系化する
ことにあった。
　この場合、既にスウェーデンの商業技術論／企業経済学の形成の「前
史」ともいうべき初期の発展の段階でも、当時の識者達が手掛かりとし
たのは、当時、この領域について諸外国で着手され一定の水準に到達し
ていた研究の成果であったcf・1）。19世紀末葉頃より経済学とは相対的に独
立した専門的な教育・研究領域として、商業技術論／企業経済学を形成
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しようとする試みが開始したとき、この領域の初期の教育・研究者達も、
先例に倣って、同時代の諸外国の関連の文献・教授法・その他を調査す
ることより出発した。
cf．1）この最初の指標は、スウェーデン人が、バイキング時代の到来と共に、始
めてヨーロッパの商業世界と接触し、当時、ヨーロッパで既に普及していた各
種の商業活動上の様々な手法と基本的な思考を学んだことに求められる。例え
ば、かれらは、既に商・工業活動に関する計数的な把握とそれによる統制、信
用取引の決裁方法と為替業務、海上輸送と海上保険問題等を認識するようにな
った。14世紀以後同国が、新しい貿易の時代即ちハンザ時代に入ると、ハンザ
商人特にドイツのそれとの接触を通じて、既に習得していた商業活動上の知識
と経験を一層深めた。例えば、かれらは、ドイツ的な簿記形態・会計的な手法
の概要をかなり体系的に習得するようになった。更に17世紀以後同国が、その
国民史上、偉大なる帝国の時代（1611年一1718年）と呼ばれる時代に入ったと
き、当時まで最も強大であったドイツ・ハンザ商人の支配から相対的に徐々に
離脱しながら、イギリスへの鉄の輸出を媒介としたイギリス商人やオランダ・
ハンザ商人との接触によって、新しい刺激をうけ取った。例えば、当時のスウ
ェーデンで採用されていた公的財政に関する会計機構は、オランダのそれの影
響によるものであった。そして偉大なる帝国の時代の崩壊後、自由の時代（1718
－1809年）の到来とそれに続くグスターヴ時代（1772－1809年）には、経済学の
領域はもとより商業技術論／企業経済学の領域でも益々諸外国の影響をうけ
るようになった。それを端的に象徴する出来事は、例えば、18世紀20年代より
19世紀初頭にかけてドイツの相当多数の諸文献、またそれほど多数ではないけ
れどもフランスの諸文献の紹介・翻訳、神学研究を起点として1477年に設立さ
れたウップサラ大学での経済学関連科目の教授職の試験的な設置（1723年一
1730年、ドイツ人を雇用）、18世紀後半のドイツの卸売人Friedrich　Christoph
Wurmbの手によるイェテボリィェ商業セミナーの設置（1768年）、19世紀に入
りそれをモデルとしたイェテボリィェ商業アカデミーの設置（1826年）、これを
背景とした芸術・自然科学を中心としたイェテボリィェ大学の設立（1887年）
等に象徴される一連の動向（Elving　Gunnarson，FrSn　Hansa　till　Handelsh6g・
skolan　一　Svensk　ekonomiundervisning　farm　tilI　1909，Uppsala，ss．300－
301．）、更に19世紀後半或いは末葉からのスウェーデン輸出連盟を中心とした
商業教育・研究組織の提案をさしあたりは直接的な契機として、同国の高等商
業教育・機関の諸整備とその一応の帰結としての20世紀初頭のストックホルム
175
商科大学の設立とそれに継ぐ20世紀20年代のイェテボリィェ商科大学の設立
などに象徴される一連の動向であった。（Lars　Engwal1／Elving　Gunnarsson／
Eva　Wallersted，Foregin　Inspiration　of　Swedish　Business　Administration，
Working　Paper，1987／3，F6retagsekonomiska　Institutionen　Vid　Uppsala
Universitet，Department　of　Business　Administration，University　of　Upp・
sala，pp．28．，Elving　Gunnarson，FrSn　Hansa　till　Handelsh6gskolan
Svensk　ekonomiundervisning　fram　til11909，Uppsala，1988．）スウェーデンに
おける高等商業教育／企業経済学の形成の「前史」ともいうべき時代に教育・
研究を実際に担った人々は、例えば、1620年代及び1730年代にウップサラ大学
で教鞭をとっていたJohan　SkytteやAnders　Berchのように、概して神学に
関する教育・研究或いはそれへの関心を前提として、この領域の諸外国の文献
の研究に着手し同時にかれらが生きた時代の様々な実践的な要請に答えよう
としたか、或いはその名もP．A．Mという頭文字しか判明していない殆ど無名
の人々であった。（Sune　Carlson，F6retasekonomins　Pionjare，Kaseri　vid
F6retagsekonomiska　Institiutionens　Jubileumsmiddag，Den　ll　Apri1，1984，
Working　Paper，F6retagsekonomiska　Institutionen　vid　Uppsala　Univer－
sitet，1984，ss．1－9．）
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学の近代的な形成に対する諸外
国の影響は、総体として多面的であった。ここではさしあたり同国の産
業界が、その商業技術論／企業経済学に課したその時々の課題という点
より、ドイツ及びアメリカの影響について一瞥しよう。ドイツからの影
響に注目するのは、同国が遅れた近代的な工業化過程に本格的に着手し、
1次世界大戦中には中立政策を標榜しつつ、資本の蓄積過程を推進する
ことによって、20世紀10年代末期には純資本輸出国となり、近代工業国
家として本格的に世界市場にその地位を確立しつつある時期に、先発大
学としてのストックホルム商科大学と後発大学としてのイェテボリィェ
商科大学が、設立に際して最初に模範或いはモデルとしたのは、ドイツ
の高等教育・研究機関であったことによる。またアメリカからの影響に
留意するのは、同国が、20世紀20年代の半ば頃より進展する同国の産業・
経済の合理化運動を基礎としたいわゆる相対的な安定期の「繁栄」を経
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て、1929年恐慌の遅れた余波をうけながら、計画・組織化された資本主
義への移行期に、同国の商業技術論／企業経済学が、教育・研究領域の
量的・質的な充実・拡大・深化を求める産業界の要請に応えるために、
アメリカから学びとったものが多大であったことによる。例えば、産業
経済論及び産業組織論の領域で、一丁時的にせよ、一定の刺激となったア
メリカのFredrik　W．Taylorの科学的管理法の影響や、同じく20世紀20
年代末期より経済の構造的な不況の下で産業界の要請によって同国の商
業技術論／企業経済学の一分野として本格的な教育・研究が開始する販
路と費用問題に関するアメリカ流通諸研究（de　amerikanska　dis．
tributionsunders6kningarna）の影響が、それである（1）。
　なおまた1929年恐慌の余波の下で1930年代に政権iの座に就いた社民党
が、恐慌と失業の回避・減少を最優先課題として取組むため、従来の政
権の救貧法的な失業対策に替えて、新たに設置した「失業対策調査委員
会」が、作成・公表した報告書や1933年の政府予算案に添付されたG．
Myrda1の意見書に垣間見るような、経済諸理論で展開される企業に関
する様々な理論からの影響は、別扱いとする。
（i）ドイツからの影響
　S．Carlsonの指摘を侯つまでもなく（2＞、ハンザ同盟以来交易関係があ
り、なおまた19世紀後半より20世紀にかけて、既に世界史的な役割を終
えて国際社会における支配的な地位より退いたオランダよりも、後発資
本主義国として急速に台頭しつつあったドイツの経営経済学（Betrie－
bswirtshaftslehre）が、前節で問題としたストックホルム商科大学及び
イェテボリィェ商科大学の設立の経緯とその後の発展に対して多大な影
響力を与えたということは、当然であった。スウェーデンの高等商業教
育・研究機関での商業技術論／企業経済学という領域の教育・研究が、
さしあたりドイツのそれを模範として開始したとき、例えば、先発大学
としてのストックホルム商科大学及び後発大学としてのイェテボリィェ
商科大学でこの種の領域の最初の教授職に就任したのは、何れもEugen
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Schmalenbachの流れをくむErnst　WalbとWalter　Mahlbergであっ
た。スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の教育・研究上、先
発大学として最も先導的な役割を果たしたストックホルム商科大学の教
育・研究の最初の制度的な枠組を形成したのは、E．Walbであった。また
後発大学としてのイェテボリィェ商科大学は、ストックホルム商科大学
の教育・研究の枠組を基本的には模範としつつ、同時に新しい時代の要
請に答える工夫をしたが、同大学の教育・研究の具体的な枠組を示唆し
たのは、W．Mahlbergであった。かれらの在任期間は、非常に短期であ
ったが、かれらは何れもドイツ人としてドイツで教育され、教育・研究
活動に従事してきたことから、その教育・研究の成果を、直接的或いは
間接的に、スウェーデンのそれに持ち込んだのであった。この二つの大
学の創立期の後、各々の大学の助教授職／教授職の座に就いたO．Sill6n
とA．ter　Vehnもまた、前者は、生来のスウェーデン人でありながらも
ドイツ留学の経験者として、後者はドイツを母国とするスウェーデンへ
の移住者として、ドイツの教育・研究の訓練をうけていた⑧。ドイツの経
営経済学が、スウェーデンの初期の商業技術論／企業経済学の教育・研究
上の制度的な枠組を規定したことは、より具体的には、例えば、第3節
で一瞥するように、スウェーデンの戦中・戦後インフレとその終息並び
にそれと殆ど同時的に到来する1920年恐慌とその後の長引く不況を背景
として、O．Sill6nが、その著「より新しい貸借対照表評価諸原則」（Nyare
balansvarderingsprinciper，Helsingfors，1931）において展開したE．
SchmalenbachやF．Schmidtの評価論に関する詳細な検討と論評や、
「スウェーデン産業合理化委員会」（Sveriges　Industriens
Standardiseringskommission）（4）が、1920年代中葉以後のスウェーデン
の合理化運動一環として1927に着手し（5）、最終的には1936年に「スウェー
デン技術連盟」（Svenska　Teknologf6rening）のSTF－Grundplanとし
て知られるようになったコンテンラーメンに対する論評として、A．ter
Vehnが公表した「実際原価計算の標準化一Volvo、　SKF、　ASEA及び
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L．M　．　Ericssonの原価簿記を考慮して一」（Sjalvskostnadsberaknin－
gens　Standardisering　med　hansyn　tagen　till　den　kalkyerande　bokf6r－
ing　hos　Volvo，SKF，ASEA　och　L　M．Ericsson，G6teborg，1936）から窺
い知ることができる（6）。このような影響のより根源的な背景は、もとより
ハンザ同盟以来のドイツとの根強い交易関係であった。
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学の教育は、少なくても1826年
まで、制度としてのより古い大学によるにせよ、私的個人によるにせよ、
専ら経済学の教育・研究の一環として行われてきた。そしてそのような
「スウェーデンの経済教育は、同国のその他の領域の教育と同様に、ド
イツから、多くの影響をうけていた。」（7）1826年にイェテボリィェ地方商
人連盟（the　local　merchant　association　in　Gothenburg）によって設立さ
れた「イェテボリィェ商業アカデミー」（G6teborgs　Handelsinstitut＝
the　Gothenburg　Academy　of　Commerce：GAC）（8）は、同国の商業技術
論／企業経済学の教育・研究が、経済学の教育・研究の一環としてのそ
れより萌芽的にせよ相対的に独自の領域として教育・研究の対象となっ
ていく一つの分岐点であった。何故なら、このイェテボリィェ商業アカ
デミーの設立以から20世紀初頭のストックホルム商科大学の設立まで、
同国の商業技術論／企業経済学それ自体の教育・研究を対象とする新し
い諸機関の設立・同国で古くより存在してきた大学へのこの種の領域を
担当する教授職の導入・その他の成功と失敗の試行錯誤の過程が持続し
てきたからである。これらの遺産の正の効果と負の効果を踏まえてスト
ックホルム商科大学が設立されたとき、スウェーデンにおける商業技術
論／企業経済学は、同国の経済学より相対的に自立した固有の領域として
自己確立の過程を開始した。
　O　．　Sill6nがかって試みた王立図書館（Kungliga　Biblioteket）に所蔵さ
れているスウェーデンの商業技術論／企業経済学についての文献調査の
結果から明らかとなったことは、少なくても1900年以前のこの領域に関
する著作とりわけ簿記・会計領域のスウェーデン語翻訳版のうち、英語
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圏の著作は1冊、その他の大部分の著作はドイツ語圏のそれであったこ
と（9）、或いはまた、既に別稿で問題とした、スウェーデンの近代会計の制
度的な枠組として一定の機能を果たした1895年の株式会社法もまた、そ
の制定に当たってドイツからの影響もうけていたこと等、それらは、ハ
ンザ同盟以来のスウェーデンとドイツの関わりを直接的・間接的或いは
明示的・暗示的に示唆する事柄であるといってよいであろう。cf・1｝
cf．1）スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成の主要な契機の一
つとして、ドイツのそれの影響を指摘する諸文献の中でも、最も体系的で詳細
な著作の一つは、Elving　Gunnarsonの「ハンザ同盟より商科大学へ　　1909
年までのスウェーデンの経済教育一」（Fran　Hansa　Till
Handelsh6gskolan－Svensk　ekonomundervisning　fram　till　1909，Upp・
sala，1989）であろう。
　ここで、本文を補足する意味で、同著の骨子を要約しておく。
　スウェーデンにおける経済学に関する教育・研究は、18世紀まで遡ることが
できる。この時期には、経済学上の基本的な諸原理に関する教育・研究のみな
らず、その応用領域として商業問題に関する職業的な訓練と教育も既に開始し
ていた。その職業的な訓練と教育は、大部分、ストックホルム在住の教師達の
手によったが、その例外の一つは、スウェーデン南西の小村落に在住のドイツ
人の卸売商Friedrich　Christoph　Wurmbによって1768年に開設された就学期
間2年の商業セミナー（commercial　semminar）であった。かれは、1768年にハ
ンブルグ商業アカデミー（Handels－Akademi　in　Hamburg）を設立した、ドイ
ツの商業教育の先駆者の一人であった。この商業セミナーは、かれが1788年に
死亡すると同時に、閉校となった。とはいえこの商業セミナーは、19世紀以後
少なくても20世紀初頭にストックホルム商科大学が創設されるまで、例えば、
イェテボリィェ商業アカデミー（GAC）の設立（1826年）等、高等商業教育・研
究機関の設立の場合、モデルとしてしばしば引き合いにだされた。この商業セ
ミナーは、当時としては前進的な職業訓練機関として、近代外国語の重視、学
生の要請に合わせた職業能力の訓練と弾力的なカリキュラムの編成、商業界の
人々の社会的な地位の改善に力点をおいた。そのため同セミナーは、その参加
者を富裕な商人達の子弟に限ったのであった。（ibid．，Kap．3．och　s．298．）この
ような動向に呼応・前後して、北欧の古くかつ名門のウップサラ大学もまた、
既に1741年に同大学で最初の経済学に関する教授職を設け、Anders　Berchを
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その地位に就けたのであった（Lars　Engwal1（red），F6reg邑ngare　inom　f6r－
etagsekonomi，SNS　F61ag，1995，Ss．31－45．）。かれは、スウェーデンの官房学
者として、ドイツのそれとも関わりを持っていた。その教授職の地位を政治
的・財政的に支援した人々は、ストックホルムで最も成功した富裕な商人達で
あった。かれは、概して農業及び公共財政の問題に取り組んだが、それのみら
なず、経済理論、経営学及び商業学の問題にも関心を持っていた。かれの教育・
研究の内容は、少なくても経営学に関する限り、同国では始めて大学水準のそ
れとなったが、その本質は、商業界で働く実務家のための教育・研究を指向す
るものであった。とはいえこの教授職の設定に関する試みは、概して学生を魅
了することができず、19世紀後半には、法律学のそれにとって代わられた。
（ibid．，Kap．4．och　ss．298－299．）イェテボリィェ商業アカデミーの設立以前
より行われ、商業技術論／企業経済学の領域を包摂していた「スウェーデンの
経済教育は、その他の同国の教育活動と同様に、長期にわたって、ドイツから
最も多大な影響をうけたのであった。」（ibid．，Kap．3．och　s．99。）イェテボリィ
商業アカデミーの設立以後、ストックホルム商科大学の設立まで、イェテボリ
ィェ及びストックホルム以外の同国の各地で、とりわけ19世紀中葉以後、急速
にこの種の教育・研究機関が新設された。それらの新設の教育・研究機関の大
半は、概して単科の、小規模・私立の機関であった。だがまたこの種の新設の
教育・研究機関の中でも極く少数のそれは、イェテボリィェ商業アカデミーと
同様に、何らかの機関・団体或いは地方政府の財政的な支援をうけた。更にま
た私立の2つの高等商業教育・研究機関は、18世紀後半に閉鎖されたかの商業
セミナーの市場指向的な戦略を追求し、商業上の多数のテーマを設定した弾力
的なカリキュラムと特殊分野に関する特殊な訓練に力点をおき、その規模もイ
ェテボリィエ商業アカデミーと同一程度或いはそれ以上となった。そしてこの
私立の2つの高等商業教育・研究機関とイェテボリィェ商業アカデミーとの相
違を求めるとすれば、それは、近代外国語をカリキュラムの中でどの程度まで
重視するかという問題にかかっていた。（ibid．，Kap．50ch　ss．299－300．）
　その後、イェテボリィェの商業教育・研究の発展は、主としてイェテボリィ
ェ商業アカデミーの動向を中心とした様々な試みを媒介として進展した。第1
は、イェテボリィェ商業アカデミーが、1880年に就学期間を2年より3年に引
上げしようとした試みであった。この試みは、学生数の減少で成功しなかった。
第2は、このアカデミー以外の学術的なビジネス学校を同市に設立しようとす
る試みであった。この試みは、1887年には自治体も賛同しかけた。とはいえこ
の試みも、最終的には成功しなかった。その理由は、当時のスウェーデンの人
道主義者の一人が、イェテボリィェで巨万の財を成しこの試みに資金援助の用
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意のあることを示していたthe　Scotsman　David　Carnegieに、商業科目を含
まない総合大学の設立に、資金援助をするように説得したこと、政府も、それ
を承認し、芸術及び自然科学より成るイェテボリィェ大学（the　University
College　of　Gothunburg）の開校となったしまったからである。第3は、同市に
おけるもっと前進的な商業教育・研究の創造を目的とする20世紀初頭の試みで
あった。その資金提供を申しでたのは、概して、富裕な経済的な地位と政治的・
社会的な勢力並びに文化的な水準の高かったイェテボリィェの商人であった。
この試みは、現存するイェテボリィェ大学との関連で、学術的な商業教育・研
究に関して以前に立案されたが実現には至らなかった計画を復活することで
あった。この試みは、イェテボリィェ商業アカデミーの上部構造として、夜間
コースを開始することによって、或る程度まで実現した。これは、1905年に開
始した。このコースは、スウェーデンの高等商業教育・研究を目的とした最初
の学術的な教育・研究過程と見倣される。このコースは、イェテボリィェ商業
アカデミーとイェテボリィェ大学とに結合するように整備されていた。だが2
年後にこのコースは、志願者が余りなかったために、閉鎖された。（ibid．，
Kap．60ch　s．300．）
　これに対してストックホルムの高等商業教育・研究の発展は、イェテボリィ
ェとは、幾つかの点で相違した。ストックホルムには、イェテボリィェ商業ア
カデミーに該当するものは、1865年まで存在しなかった。この年には、かのフ
ランツ・シャルタゥス・高等実業商業学校（Franz　Schartaus　H6gre－Prakt・
iska　Handelsinstitut）が設立された。けれども同市では、実質的には1900年ま
で、商業教育・研究の水準を引上げしようとする如何なる試みもなされなかっ
た。それだけに1900年に同市で、ストックホルム商科大学を創設しようとする
試みが開始したとき、この試みは集中的に進展していった。主要な推進者は、
スウェーデンのWallenberg財閥系の人々であった。この大学は、ドイツのケ
ルン大学及びベルリン商科大学などを範としていた。（ibid．，Kap．70ch
ss．300－301．）
　イェテボリィェ商業アカデミーの設立（1826年）以来、イェテボリィェの高等
商業教育・研究の水準は、ストックホルムのそれよりも高く、イェテボリィェ
は、この商業アカデミーでの教育水準を基準とした各種の高等商業教育・研究
機関を整備しようとする幾つかの試みによって、その地位を維持しようとし
た。とはいえその試みは、殆ど失敗に終わった。この失敗は、イェテボリィェ
の商人達が余りにも経済的・社会的・政治的・文化的に豊かであり、この豊か
さへの配慮が、高等商業教育・研究のそれ以上の発展を阻んだからであった。
これに対してストックホルムは、商業という職業をより一層専門化する必要性
182
に直面していた。同市の場合、イェテボリィェ商業アカデミー程度の水準の教
育・研究が、十分な文化的な豊かさを保障するとは考えられなかった。ここで
は、商業界で学位をもった人々が存在することによってのみ、商人の社会的な
地位が改善され、高まるものと考えられた。そのためストックホルムの場合商
業活動の分野で必要とした教育は、専門的なそれであり、同市のエリートの教
育水準は、イェテボリィェのそれよりも高い水準におかれたのであった。19世
紀末葉には、だがまた、商業部門に従事している人々と並んで、その他の関連
部門に携わっている人々の中でも、専門化が進んだ。とりわけ技術工学の領域
ではそうであり、工学士達に対する新しい教育・研究が開始していたのであっ
た。（ibid．，Kap．80ch　ss．301－302．）
（ii）アメリカからの影響
①科学的管理法特にF，W．Taylorの所説からの影響
　周知のように、F．W．Taylorによって提唱された科学的管理法は、19
世紀末葉より20世紀初頭にかけてアメリカ機械技師協会（ASME）を中
心として展開されたかの体系的管理運動の成果の一つであった。それは、
アメリカ機械技師協会におけるF．W．テイラー報告書「出来高制度
（Piece　Rate　System，1895）、著書「工場管理」（Shop　Manage・
ment，1903）、「科学的管理の諸原則」（The　Principles　of　Scientific
Management，1911）によって知られるように、従来、人文・社会科学上
の人間の問題とされてきた管理問題を自然科学上（とりわけ工学上）の
問題として処理することを意図したという点で、ある意味では画期的な
試みであった。最高の管理目標は、高賃金・低労務費という相互に矛盾
する要素を結合するための原理と制度を解明しそれを具体的に提示する
ことであった。（因みに言えば、この流れに沿ったH．Fayolの所説もま
た、もう少し後の時代になってスウェーデンの商業技術論／企業経済学
の形成に影響を与えた。）その基本的な考え方は、生産過程に含まれる生
産要素の全てについて組織的な研究と実験をすることによって、人々は、
純粋に肉体的な疲労なしに最大限度の効率を達成しうるところの統一
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的・標準的な手法を入手しうる筈であるということである。その測定は、
一つの作業段階に要する時間であり、測定手段は、ストップ・ウォッチ
であった。様々な工学的な学習と実験の目標は、それらの結果得られた
教訓を実地に生かすことにあり、この過程は、計画の立案と修正、教育、
労働組織及び統制によって推進されると考えられた。F．W．Taylorの
「科学的管理の諸原則」のスウェーデン語翻訳版が出版されたのは、比
較的早い時期の1913年であった。この著名な著作については、既にわが
国でも多数の先学者達によって十分研究されているし、本稿の直接的な
課題でもないので、立ち入ることは避け、ここでは以下のことを確認す
るに留める。即ちそれは、19世紀末葉頃よりアメリカの技術老の間では、
このような考え方が生産技術の問題に関連して徐々に形成されてきたこ
と、そしてF．W．Taylorは、技術者としてこの問題に先鞭をつけ、世紀
の転換期を挟んで、かれの後輩達が、このような考え方を習得し、純粋
に技術的な問題としての枠を超えて、企業の経営管理のために応用して
いったということ、更に科学的管理の思考と理論が、当初は、アメリカ
で、少し後にはヨーロッパ諸国で一般に普及するようになったのは、1920
年代であったということである。
　このような科学的管理の思考が、スウェーデンの商業技術論／企業経済
学の領域において最も強烈な影響を及ぼした領域は、産業経済論及び産
業組織論の領域であった（10）。F．W．Taylorの上記の著作のスウェーデン
語版翻訳の序文をしたためたのは、既に触れたストックホルム工科大学
のE．F6rsbergであった。かれは、アメリカの工業経済論と組織論につい
て学び、RW．Taylorと同様に、工具鋼の切削速度について研究した。
ストックホルム商科大学のT．Sallforsは、かれの最も重要な著作「工業
における作業研究」（Arbetsstudier　inom　industri，1．upp1．，Stock－
holm，1939）において、　F．W．Taylorの思想と結合した。かれは、このよ
うな学問的な業績に立脚して、他方、産業界におけるコンサルタントと
して働いた。スウェーデンの現実の企業で事務機構及び管理組織の在り
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方をめぐって科学的管理の思考が注目されるようになったのは、かれの
お蔭であった。
　この科学的管理の思考は、更に後には、スウェーデンの伝統的な産業
であった林業したがってまた林業経営の領域でも普及した。この領域で
先導的な役割を果たしたのは、G6sta　Luthman及びストックホルム工科
大学のR．Kristenssonであった。1940年代にG．Luthnanの指導の下
に、「ヴェルムランド林業作業研究連盟」（F6reningen　Varmlandska
Skogsarbetarstudier）が行った作業時間に関する技術的・物理的な調査
は、当時のスウェーデンにおける労働科学の領域でなされた最も独創的
で重要なそれであったと言われている（11）。
　科学的管理の思考は、その後、流通経済論の領域でも適用されるよう
になった（12）。かのG．T6rnqvistは既に1929年に先駆的な著作「小売商に
おける費用分析と価格設定」（Kostnadsanalys　och　prissatting　i　detaljaf－
farer，Stockholm）を出版した。かれは、この著作の序文で、本著の執筆
の目的の一つは、工的企業で多年にわたって発展してきた科学的管理の
考え方とその方法を適用することを試みることであったと明記した。こ
の場合かれが特に目標としたことは、作業研究法（arbetsstudiemetodi－
ken）であり、それは、次第に商品流通（varudistribution）の領域でも適用
されるようになっていった。
　こうしてF．W．Taylorの科学的管理の思考は、商業技術論／企業経済
学の様々な領域で適用され、科学的管理という言葉が一般化していった。
とはいえこの言葉は、その過程でスウェーデンが、社民党指導型の政府
の下で、次第に市場経済原理を十分に機能させつつ、所得分配政策によ
って普遍主義的な富と所得の平等化を図るいわゆる混合経済的な色彩を
強めていくのに伴って、自覚された自由な個人の人権の尊重という視角
より、商業技術論／企業経済学の領域でも不評となり、あからさまには
使用されなくなったが、それでもその基本的な考え方は、生き残った（13）。
②アメリカ流通諸研究（de　amerikanska　distributions6kningarna）か
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　らの影響
　概してスウェーデンの商業技術論／企業経済学の教育・研究者達は、
ミクロ経済学的な領域の教育・研究に従事していた。マクロ経済学的な
領域のそれは、経済学者達の領域であった。かれらは、通貨及び資本市
場とその構造、労働市場とその構造、産業及び輸送制度の構造などを研
究した。とはいえその例外は、商品市場（varumarknaden）及び消費材に
対する特殊な市場（speciell　marknaden　f6r　konsumptionsvaror）の問題
であった。
　スウェーデンの場合商品市場の構造とその費用問題は、流通経済論
（distributionsekonomi）と呼ばれ、1920年代頃より商業技術論／企業経
済学における主要な研究・研究の対象としてそこに組み込まれていた。
　幾つかの卸売商及び小売商における販売と費用に関する調査が、スト
ックホルム商科大学の企業経済研究所及びEli　E　Heckscherを指導者
とする「商品流通委員会」（Varudistributionskommitt6n）によって始め
て着手されたのは、1920年代末葉であった（14）。とはいえそれは、非常に
限定された抽出調査を基礎とした、極めて狭い範囲での調査であった。
これに類似した調査は、アメリカでは既に1912年にHarvard　Bureau　of
Business　Researchで進行していた。けれどもアメリカでも1930年以前
には一国の商品流通構造と費用に関する総体的な調査は、殆ど手付かず
の状態であった。1930年の「アメリカ流通調査研究」（de　amerikanska
distributionsunders6kningarna）（Census　of　the　United　States，1930）
は、全国的な規模での商品流通構造と費用に関する調査・研究に先鞭を
つけた。その後幾年かして商務に関する国家及び地方官庁の手による「い
わゆるルイスヴィル調査研究」（dens　k．Louisvilleunders6kningen）は、
食料品雑貨部門の作業過程（arbetsoperationer）・費用・地域的条件（local
f6rhallanden）等に関する詳細な分析であった。スウェーデンの場合、こ
の種の領域の研究に先鞭をつけたのは、「第1次スウェーデン企業計算」
（den　f6rsta　svenska　f6retagsrakningen）（1931年）であった。とはいえ
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それは、商業部門については売上高の数字を記載したに過ぎなかっ
た（15）。
　ストックホルム商科大学のG．T6rnqvist及びその共同研究者は、商品
流通に関するアメリカのこの二つの調査研究に包括的に手を加えて分析
した。G．T6rnqvistは、その結果を著書「商品流通の構造と費用」（Varu－
handels　struktur　och　kostnader，1946）の中で集約した。この著作は、
かれの小品「批判的説明による流通経路」（Distributionsvagarna　i
kritisk　belysning（1933年）の改定部分も含んでいた。これらの著作は、
総体的には、スウェーデンの商品流通の構造とその諸問題に関する研究
のための基礎となった。その後スウェーデンの商品流通機構一般に関す
る諸問題は、G．T6rnqvistの他にも、例えば、　Bert　Lindstr6m及びUlf
av　Trolleが、卸売商のそれについて、　Folke　Kristenssonが、通信販売
のそれについて、更にRoland　Artleが、全体としての流通制度について、
それぞれ研究に着手したのであった⑯。
〈注〉
（1）　Lars　Engval1（red），ibid．，ss．30－38．
（2）S．Carlson，F6retagsekonomins　Pji6njare，Uppsala　University，1984，
　s．3．
（3）　Lars　Engvall（red），ibid．，s。43．
（4）Jan　Hensmann，Die　Entwicklung　der　Betriebswirtshaftslehre　in
　Skandinavien　unter　besonderer　Berttcksichtigung　Schwedens，Leer／
　Ostfriesland，1969，S．57．
（5）　Lars　Engvall（red），ibid．，s．34．
（6）1945年にスウェーデン機械及び電気工業連盟the　Trade　Association
　of　the　Swedish　Mechanical　and　Electrical　Engineering　Industries（スウ
　ェーデン金属工業連盟The　Swedish　Association　of　Metal　Working
　Industriesの前身）は、同産業部門の勘定組織をM－Planenとして公表し
　た。M－Planenは、巨大企業の勘定組織に照準を定め、とりわけその原価
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　Planenの構築の出発点であった。　Lars　A．Samuelson，Models　of
　Accounting　Information　Systems　，　The　Swedish　Case，Studentlitter・
　atur，Lund，1990．，pp．80－86．，SverigesMekanf6rbund，Redovisnings－
　plan，En　F6retstallningsram　fδr　redovisningens　syften，principer　och
　instruktionen，Med　f6retagsfall，1975，pp．75－78．，安平昭二著「標準勘定
　組織の展開」千倉書房、昭和58年、203－220頁。
（7）Elving　Gunnarsson，Fr邑n　Hansa　Till　Handelsh6gskola　　Svensk
　ekonomundervisning　fram　till　1909，Uppsala，1988，s．99．
（8）　Elving　Gunnarsson，ibid．，s．298，
（9）　Lars　Engwall（red），ibid．，s．41．，Oskar　Sillen，　Oversikt　6ver　den
　f6retagsekonomiska　litteraturen　i　Sverige　fram　ti11邑r　1900，ss．47－
　81（In：Studier　i　Svensk　F6retagekonomi　，　Uppsatsen　och　F6redrag，1928
　－1934，F6rlags　AB．Affarsekonomi，1943．）
????????（（（（（（（Lars　Engval1（red），ibid．，s．37．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．37．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．37．
Lars　Engvall（red），ibid．，ss．36－37．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．38．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．38．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．38．
（4）スウェーデンの商業技術論／企業経済学に対する経済
　諸理論における企業理論の影響
　　　　　特にG．Myrdalの「事前的／事後的」（ex．ante／ex．
　　post）な概念を中心として
　スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の教育・研究という領
域の初期の段階では、伝統的に誤りなき先見の明と完全競争を仮定する
経済理論は、その性質から見て、個別企業の行動に対する関心も個別企
業の中心的な機能に関する理解もなく、有効な企業理論の分析概念と問
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題提起をすることもなかった。もとより商業技術論／企業経済学という
領域の教育・研究にとって有効な企業理論の分析概念と問題提起は、か
なり古い時代より存在していた。例えばAntoine　Angustin　Courno（1801
－1877年）の「富の理論の数学的な原理に関する研究」（Recherches　sur
les　principes　mathematiques　de　la　th60rie　des　richesses，Paris，1838、
中山伊知郎訳、日本経済評論者、1982年）で展開された限界収益の理論
やAlfred　Marshall（1842－1924）の「経済学原理」（Principles　of　Eco－
nomics，London，1890，8th，1920，London，IV，Chap．XII、水沢越郎訳、信
山社、1985年）における製品差別化・マーケッティング論・企業者職能の
機能などに関する一般的な考え方は、その代表的な事例であったω。とは
いえS．Carlssonが、ストックホルム商科大学の学生として在籍してい
た当時、基礎教育として学んだA．Marshallの「経済学原理」は、そのV
巻及びVI巻と数学的な付録を中心としており、上記の理論を取り扱った
IV巻に始めて触れたのは、かれが1937に同大学に採用された後、同大学
の商業技術論／企業経済学の教授職に就任してからであった。A．A．
Cournoは、一般均衡論の初期の学者として、当初より生産者の立場より
分析を開始し、効用の代わりに交換価値を、また古典学派とは異なり独
占価格より複占価格へ、更に競争価格の理論を展開した。かれの場合独
占価格が決定される箇所は、いわゆるクウルノウの点と呼ばれ、かれの
分析による複占は、クウルノウ的な複占と呼ばれた（2）。A．Marshallは、
ケムブリッジ学派の碩学として、本質的には古典学派の伝統を尊重し、
イギリス古典学派の発展の頂点と終点となったJ．S．Mill（1806－1873
年）・素朴とはいえ競争価格の理論を展開したA．A．Courno・生産財に関
する限界生産性の概念を展開したJ．H．von　Thunen（1738－1850年）等
の所説の影響をうけつつ、独自な限界効用理論の上に価値と価格の理論
（均衡価格の理論）の構築を試みた。この場合かれは、時間という要素
を導入して、長期と短期、一時的と正常という概念を利用して、三つの
期間を区分し、競争条件の下での均衡価格の調整過程の分析を精緻化し
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た。その場合かれは、その分析を競争と共に独占のモデルに即して行っ
たが、場合によって後の時代に寡占と呼ばれるようになった市場形態を
示唆した。そしてかれは、かの代表的な企業の概念・内部経済と外部経
済・それに規定される企業者能力・販路の困難性と製品差別化等の問題
に先鞭をつけた（3）。
　概してスウェーデンの商業技術論／企業経済学が、その教育・研究領
域の拡大・深化に伴って企業問題に関して経済理論における企業理論の
成果に注目するようになったのは、1920年代に入ってからであった。そ
の場合さしあたりこの領域の教育・研究者達の関心をそそったのは、と
りわけFrank　Hyneman　Knight（1885－1972年）の「危険・不確実性・
利潤」（Risk，Uncertanity　and　Profit，1921）cf・1）とGunnar　Myrdal（1898
－1987年）の「価格形成問題と経済変動」（Prisbildningsprobleme　och
F6randerlgheten，Uppsala，Almqvist＆Wicksell，1927）cf・2）という著書
で提示された「事前的／事後的」という概念であった（4）。
cf．1）F。H．Knigtが早期よりその名声を博したのは、いわゆる危険負担説とし
て著名な企業利潤に関する説明であった。危険負担説の骨子は、高度な危険負
担を担う企業が高度な収益を獲得する場合、その収益は、資本家兼企業家が負
担する、計測不可能で、そのためにこれに保険をつけることができないような
性格の危険即ち不確実性に対する補償であること、従って危険・不確実性の概
念の整理・分析が企業利潤創出のメカニズムの解明の前提となること、資本家
兼企業家が負担する危険・不確実性が企業利潤創出の起動力となる場合、競争
的な市場と競争の原理がその潤滑油となるということであった。（大野信三著
「現代経済学史」千倉書房、昭和39年40－42頁、東洋経済新報社「経済学大辞
典」1、昭和41年、560－561頁。）かれは、このような危険負担説の提示に際し
て、シカゴ学派の代表者の一人として、基本的にはA．Marshallの伝統に沿い
ながら、A．Smith以来の危険という言葉の持つ漠然とした言葉に代えて、新た
に不確実性という言葉を導入した。即ち先ずかれは、これまで経済学者達が傾
向的に危険や不確実性の概念に関する研究を比較的等閑視してきた状況に鑑
みて、危険を保険のような手段で補償しうる危険（予想しうる危険として統計
的確率を求める場合十分な数量的正確性を期待しうるもの）と、測定不可能な
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危険（予想しえない危険として測定不可能な危険）とに峻別し、後者を特に不
確実性（真実の不確実性）と呼んだ。そしてかれは、この真の不確実性こそ、
企業の外部的環境と内部的環境に関する不確実性と完全な知識や統制力の欠
如のために試行錯誤的な様々な行状にでる企業者行動とその結果としての企
業利潤の発生のメカニズムの解明にとって不可欠なもと見倣し、それこそが企
業利潤創出の源泉となると主張した。次いでかれは、企業の外部的環境と内部
的環境に関する不確実性と完全な知識や統制力の欠如とが、多少とも多角経営
や投資の分散或いは保険によって克服・是正される可能性があるか否かを再度
問い、危険測定の困難性とかれの神学的・哲学的な素養を基準とした人の心に
内在する倫理的な不確かさとが、その阻止要因となると説いた。更にかれは、
これらの問題より進んで、経済の制度的な特徴は、慣習・制度・法律等の枠に
規制されつつ、如何にして一般に横行している危険とそれを回避しようとする
願望によって影響されるかという問題を論じた。このようなF．H．Knightの
所説は、ストックホルム学派の巨匠の一人G．Myrda1の所説にみられる企業
に関する理論に対して、非常に重要な刺激の一つとなった。同学派の企業に関
する理論の形成に対して、F．H．Knightの所説と並んでもう一つの刺激となっ
たと言われているのはJoseph　A．Schumpeter（1883－1950年）（「理論経済学の
本質とその主内容」Wesen　und　Hauptinhalt　der　theoretischen　National－
6konomie，1908、「経済発展の理論」Theorie　der　wirtschaftlichen　Entwick・
1ung，1912、「景気循環」Business　Cycles，2vols．，1939、「資本主義・社会主義・
民主主義」Capitalism，Socialism　and　Democracy，1942、「経済分析史」History
of　Economic　Analysis，1954）の革新とその過程で発生する企業利潤と企業家
職能に関する所説であるが、J．A．Schulnpeterの所説が、企業家の行動のマク
ロ経済的な効果を検証したのに対して、F．H．Knightの所説は、その行動のミ
クロ経済的な効果に照準をおいたという点で、対照的であった。（Claes－
Henric　Siven，Expctation　and　plan：The　microeconomics　of　the　Stockholm
Schoo1，In：The　Stockholm　School　of　Economics　Revisited，Edited　by　Lars
Jonung　，　Cambridge　University　Press，1991，pp．142－144　．）
cf．2）F．Knigthの危険或いは不確実性の概念の分析に示唆をうけつつ、かの著
名な事前的・事後的（ex　ante・ex　post）の概念を設定・媒介することによって
ストックホルム学派におけるマクロ経済理論とミクロ経済理論の展開のため
の架け橋となったのが、ここで問題とするG．Myrda1の上記の「価格形成問題
と経済変動」（1927）であった。
　G．Myrdalがこの著作でその主要な目標の一つとして設定した問題は、
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Johan　Gustaf　Knut　Wicksell（1851－1926年）及びDavid　Davidson（1854－
1942年）と並んで、ストックホルム学派の生成期の経済学者であり、かれの師で
あったGustav　Cassel（1866－1945年）の静学的物価形成理論（Lars　Magnus－
son，Gustav　Cassel，popularizer　and　enigmatic　Walrasian，In：The　History
of　Swedish　Economic　Thought，Edited　by　Bo　Sandelin，London　and　New
York，1991，Chapt．5．pp．122－144．，東洋経済新報社「経済学大辞，典」III、267
頁以下、青山秀夫著「北欧学派」日本評論社、Benny　Carlson，Gustav　Cassel，
In：Ekonomportrtitt－Svenska　ekonomer　under　300邑r，Christiana　Jonung／
Ann－Charlotte　StShlberg（red），SNS　F6rlag　，　1990，ss．149－163．，Lars
Magnusson，The　Economist　as　Popularizer：The　Emergence　of　Swedish
Economics　1900－30，In：Swedish　Economic　Thought，Edited　by　Lars
Jonung，1993，London　and　New　York，pp．93－97．）を出発点として、それを
動学化することであった。（Bj6rn　Hansson，The　Stockholm　school　and　the
developlnent　of　dynamic　method，In：The　History　of　Swedish　Economic
Thought，Edited　by　Bo　Sandelin，London　and　New　York，1991，pp．178－
181．）この場合かれが動学化の手掛かりとしたのは、イギリス新古典学派（ケン
ムブリッジ学派）の巨匠であるA．Marshallの「経済学原理」及び上記のF．H．
Knightの「危険・不確実性・利潤」で展開されている危険に関する経済学的な
考察、計量経済学の流れに沿いつつ、経済理論と会計理論の架け橋を構築する
ことを求めたIrving　Fischer（1867－1947年）（岩波書店「経済学辞典」、1972年、
996頁）の著作「資本と所得の本質」（The　Nature　of　Capital　and　Income，New
York，1906＞で明示されている所与の時点での財の有高としての資本概念と物
財の用益の流れとしての所得の概念とを区別し、利子率を一種の時間選好説で
説明し、現実の世界の利子の形成には生産性が決定的な役割を演じることを示
し、それによって危険と不確実性の世界を示した理論（大野信三著「現代経済学
史」、千倉書房、昭和39年、38－39年、「価値と物価の理論の数学的な研究」
Mathematical　Investigation　in　the　Theory　of　Value　and　Prices，1862、「利子
率」The　Rate　of　Interest，1907，「貨幣の購買力」The　Purchasing　Power　of
Money　，　1911）、制度主義学派の発展方向に沿ったJohn　Maurice　Clark（1884－
1963年）の「製造間接費の経済学」（The　Economics　of　Overhead　Costs，
Cicago，1923）（大野信三著「現代経済学史」、千倉書房、昭和39年、87頁、「企
業の社会的な統制」Social　Control　of　Business，1926，「景気循環における戦
略的な要素」Strategic　Factors　in　Business　Cycles，1934，「経済制度と人間
の福祉」Economic　Institutions　and　Human　Welfare，1957，「動態的な過程
としての競争」Competitions　as　a　Dynamic　Process，1961）等であった。（東
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洋経済新報社「経済学大辞典」HL　271－272頁。）
　G．Myrdalが自説を展開するに当たって手掛かりとしたこれらの先学者達
は、かれの自説と具体的にどのような関係を持っていたか。この問題について
スウェーデンの経済学史の研究者達が研究成果として出版し、わたくしが通読
した幾冊かの著作の中でも、比較的、簡潔で標的をえている著作と思われる著
作の一つ「スウェーデンの経済思想史」（The　History　of　Swedish　Economic
Thougt，Edited　by　Bo　Sandelin，London　and　NewYork，1991．）によって、簡
単に触れておく。それは、上記本文の補足説明をも兼ねる。
　G．Myrdalは、上記の著作（1927）で期待（anticipation）を価格決定の直接的
或いは主要な諸与件の一部に含めた。G．Casse1は、動学的な問題は、外部的な
諸要因が価格決定の直接的な諸要因に対する影響を測定するという問題であ
り、その後に伝統的な手法即ち同時的な均衡のシステムとして価格設定の問題
は解決されると主張した。G．Myrdalは、自説の展開のために、G．Casselのこ
の考えを考慮して、均衡というものに関して理論的に測定しようとする場合、
幾つかの動向と諸変化の効果（the　effect　of　certain　movements　and　changes）
の期待された結果を大かれ少なかれ蓋然的な可能性として含めることを主張
した。かれの著作に対する直接的な刺激となったのは、この点で動学的な問題
に対するG．Casse1の所説の不完全性（即ち連続的な変化の可能性という問題
をその説明に組み込むことがなかった点）であった。それ故に、「Myrdalの論
理構築の出発点は、Casse1が言及したけれども、解決を提供することはなかっ
た問題に対する理論的な攻撃として特徴づけらるといってよいであろう。」
（ibid．，p．178．）そしてこの場合G．Myrdalが問題の解決のための手掛かりと
したF．H．Knightは、将来の変化は予測可能な筈であり、経済計算の場合考
慮・算入されるべきことを主張していたのであった。但しF．H．Knightは、期
待を与件として含む長期均衡の理論を確立しようとはしなかった。これに対し
てA．Marshallは、「経済学原理」（1920）の中で危険を補足的費用（supplemen・
tary　costs）の一部と見倣し、長期均衡論を確立していた。（ibid．，p．178．）但し
かれは、期待は長期的な視野で実現され、変化の要素は消失すると想定してい
た。これに対してG．Myrdalは、強調されるべき点は、その他の直接的な決定
要因と共に、期待された結果（the　anticipated　consequences）即ち変化の要素
（the　factor　of　change）それ自体であること、諸変化は、それらが完全に予見
されるにせよそうでないにせよ、それらが現実に生起するずっと以前に経済的
な諸過程に対して影響を与えること（1927：p．9and　7．）、そのような影響が生ず
る可能性があるのは、価格形成が人間の心の中で行われるからであること
（1927：p．8and　33，）、このような影響について煩わされる主たる理由は、生産手
193
段が長期的に拘束的な性格を持ち、移動させることもできなければ、犠牲を払
ってさえも、価格形成の新しい状況に適応させることもできないということ
（1927：p．17．）等であった。（ibid．，p．179．）
　G．Myrdalは、動学的な理論に固有な新しい決定要素即ち諸変化に対する期
待は、動学的な基準が、静学的なそれと相違することを意味すると説く。「動学
的な状況という枠内での正常な（normal）価格形成は、それが、以後新しい如何
なる主要な諸変化も生起しないような確実性をもって期待しうるならば、似た
ような状況の下で恐らく存在する筈の価格形成ではない。……動学的経済の均
衡価格は、遅かれ早かれ、現実の状態が静態的となったときに、恐らく実現さ
れる筈の価格では決してない。」（1927：p．7．）かれのこのような主張は、静学的
な諸力が諸基準を設定し、動学的な諸力が諸変化を創出するというJ．B．Clark
の明言に対する批判であった。G．Myrdalは、再びF．H．Knightを引き合いに
だしつつ、J．B．Clarkが理解することができなかった点は、進歩が惹起する
様々な撹乱は、長期的な基準（along－run　normal）とv・う概念を恐らくなお満
たす筈の理論というものに、期待として組み入れることが可能な筈であるとい
う点であると説く。そこでまたG．Myrdalの動学的理論に関する見解は、J．B．
Clarkの言明を再構築することから生じていたと言える。（ibid．，p．179．）
　動学的な理論の均衡価格は、それ自身存在し、静学的な均衡価格とは相違す
るという考え方は、G．Myrdalの場合、最も重要な提案であった。かれによれ
ば静学的な理論は、現実に接近するためには、適切な理論ではない。何故なら
静学的な価格は、現実の諸価格との関係では一般的には基準とはならないから
である。それにも拘わらず、それは、排除されるべきではない。何故ならそれ
は、動学的な理論の出発点として機能するという意味で、それは、より複雑で
より深い分析のための理論的な枠組というものを形成するからである。（1927：
p．27，）この点ではかれは、G．Casselの静学的な価格形成理論に味方した。かれ
は、G．Casse1のこの価格形成理論を動学的な問題を研究するたの一般的・論理
的な出発点としたのであった。（1927：vii．）（ibid．，pp．179－180．）
　G．Myrdalは、危険が客観的な危険であるというのは、企業家の心の中にあ
る全ての非合理的な要素は、危険の見積に影響を及ぼすことはないであろうと
いう意味においてでであると説く。（1927：p．98．）とはいえこの場合重要な点
は、この危険は、個人としての企業家の所与の経験との関係で、客観的・論理
的であるということである。（ibid。，p．180．）
　期待は、正確・妥当な期待であり、それは、企業家達が常に客観的な危険に
したがって行動するならば、また単一の企業家がそれらを検証する機会が幾度
も存在するならば、恐らくかれらの期待は、大数法則（the　law　of　great　num一
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bers）によって平均的に実現される筈であるという意味で、動学的な均衡が存
在することを保証する。（1927：p．96．）期待と結果との間の関係は、明らかに、
大数法則によって規制される。（1927：p．118．）そこでこの関係は、単一企業家の
単一の行動には、当てはまることはないが、一定期間にわたる幾人かの企業家
達の集計的な期待とその集計的な結果については当てはまる。（1927：p．118．）
（ibid．，180．）
　G．Myrdalは、客観的な危険という仮定を放棄する場合一一即ちそれは、か
れによれば、われわれが、危険の評価・見積は、完全に主観的であり、そして
その当人及びさしあたりその時期にとっても固有なものであるという事実を
額面通りうけ取ることを意味するが　　には（1927：p．102．）、非合理的な諸契
機或いは情緒的な諸要素が、知性的な過程即ち非情緒的な過程に対して直接的
に破壊的な影響を及ぼすと予想しうると説く。（1927：p．183）（ibid．，p．180．）情
緒的な諸要素を考慮することは、一般的に言えば、期待とその結果の間の関係
を壊してしまうという結果となる。とはいえこの新しい要素は、事前的な投資
計算の一部ではない。何故ならそれは、その過程を通じて隠蔽されており、そ
してそれは、何よりも先ず、企業家の活動の結果の中に浮かび上がっているか
らである。（1927：p．188）（ibid．，p．180．）
　G．Myrdalは、この問題については僅かに2．3頁を当てているに過ぎず、かれ
は、かれの均衡論の構造に対するその結果については、如何なる示唆もしてい
ない。だが、この新しい要素は、長期均衡の全体的な思考をくつがえすように
思われる。それは、期待は、適合・調和的なものではないこと、そしてそれは、
内生的な諸変化は持続するべきであり、その結果長期均衡は存在しないという
事を意味するからである。（ibid．，p．180．）G．MyrdalによるA．Marshallに対
する批判即ち期待は長期的に実現されるというA．Marshallに対する批判は、
それ故に、消失するように思われる。実際、これは、長期均衡を決定する諸与
件の中に、期待を含めることは、内在的に困難であるという証拠となる。G．
Myrdalが、この問題を意識していなかったとは思えない。そしてこのことは、
多分、かれの動学的な方法が、長期的均衡を決定するということを想定する限
り、その理論体系は、首尾一貫性を欠如するということを示すであろう。
　客観的な危険が存在しないということによって、これらの問題の複雑さは、
何故かれが、長期的な基準について言及しなかったかということの理由の一つ
となるであろう。
　G．Myrdalは、このような先学者達の遺産（とりわけ危険と不確実性という
概念をめぐるそれ）に立脚して、時間概念を欠如していた静態的均衡の理論の
中に、計画（plan）・期間（period）・期待（expectations）・事前的／事後的（ex
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ante／ex　post）という概念を導入するこにとによって、動態過程の分析に着手
した。この場合とりわけ重要な概念は、事前的／事後的という概念であった。
それは、期待された成果と実現された成果との違いを示し、一定の経済主体の
明確な意識陛と計画性の下に、期待された将来的な事象と事実としての過去的
な事象との比較・対応を可能にする概念であった。かれは、この概念を前提と
して、期待された将来的な事象は、直接的に、経済主体としての個々の諸企業
がとる現在の行動に影響を与えること、とはいえ個々の企業が価格設定をする
場合みられる緩慢さの結果として、期待された事象とその結果としての事象と
の間の乖離を修正することは、完全なものとはならないこと、そして期待され
た成果と実現された成果とが乖離するために、個々の企業は、新しい修正をす
ることを余儀なくされると説いた。但しかれは、この修正のメカニズムを明示
的に説明することはなかった。その作業は、Ingvar　Svennilsonの初期の著作
「経済計画」（Ekonomiska　Planering，Uppsala，1938）で展開される、ロオザン
ヌ学派の伝統に沿ったJ．R．Hicks（5）（「賃金の理論」The　Theory　of
Wages，1932，「価値と資本」Value　and　Capitl，1939，「景気循環理論への寄与」
AContribution　to　The　Theory　of　The　Trade　Cycle，1939，「社会的な構造」
The　Social　Framework，3rd　ed．，1942，「需要理論の修正」ARevision　of
Demand　Theory，1957）及びR．G．D．Allenの効用理論を基礎とした消費者行
動の分析まで侯たなければならなかった（6）。一般に「かれの所説の最大の功績
は、不確実性が、不確実性の下での利益及びそこでの暫定的（intertemporal）な
計画に関するその更なる検証にとって重要となるのは、何時かということを洞
察したことであった」ωと言われるのは、この意味においてであるcf・3）。
cf．3）このような動学的な分析の流れは、　G．Myrdal以後、大まかには、　Dag
Hjalmar　Agne　Carl　Hammarskj61d（1905－1961年）の主著「景気波動の伝播」
（Konjunkturspridningen，1932）で展開されたかの「思いがけない（windfall）利
益」の概念、Erik　Filip　Lundberg（1907－1987年）の初期の著作「経済発展の
理論の研究」（Studies　on　the　Theory　of　Econonic　Expansion，Stockholm，P．
S．King＆Son　Ltd．，1937）にみられる時間的な経過の下での経済現象の変化
に関する研究、Erick　R．Lindahl（1811－1960年〉の主要な関心事であった貨幣
理論と貨幣政策に関する一連の著作「貨幣政策の目的と手段」（Scope　and
Means　of　Monetary　Policy，1929）・「貨幣政策の手段方法」（Methods　of
Monetary　Policy，1930）・「貨幣と資本の理論の研究」（Studies　in　the　Theory
of　Money　and　Capital，1939）で展開される経済分析における将来事象の解明、
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上記本文で指摘しているように、1．Svennilsonの初期の著作「経済計画」
（Ekonomisk　planering　，　Uppsala，1938）で展開される、　Hicks及びAllenの効
用理論を基礎とした消費者行動の分析、S．－E．Joahanssonの博士論文「租税・
投資・評価」（Skatt，investering，Vardering，Stockholm，1961）で展開される予
想と結果に関する投資理論、その他、豊穣な成果として結実する。（Edited　by
Lars　Jonung，The　Stockholm　School　of　Economics　Revisited，pp．12－13，
pp．145－160，大野信三著、「現代経済学史」、千倉書房、昭和39年、第四章、シ
ュムペエタアとスウェエデン学派の貢献、43－61頁。）総じてかれらは、計画、
期間、期待などの概念を強調したが、それらの所説の出発点となったのは、G．
Myrdalが導入したかの著名な事前的・事後的（en　ante・ex　post）の概念であ
った。
　G．Myrdalは、上記のように、　G．Casse1の門弟であったが、かれが念
頭においた経済変動の実態は、当初より休止状態に回帰する均衡状態で
はなくて、一度何らかの理由で経済変動が開始すれば、何よりも先ずこ
の変動それ自身の効果にしたがって持続的に継続していくというJ．G．
K．Wicksel1的な累積的な過程であった。そのためかれは、利子論の説明
でもかの貨幣数量説を退け、J．G．K．Wicksell的な利子論に基本的には
賛同した。この場合かれにとって問題の焦眉の一つは、累積的な過程で
の投資・貯蓄・消費の諸概念の規定・明確化という問題であった。そし
てかれは、上記のように、さしあたりA．Marshall／F．H．Knightの危険
に関する経済学並びに1．Fischerの資本概念と企業者活動に関する理論
を手掛かりとして、自己の所説の基軸に事前的／事後的という概念を据
えたのであった。この著作は、上記のように、ある程度まで、価格理論
における変化の要因を静学的な仮説より開放することを目的としてい
た。この場合G．Myrdalが先ず強調したことは、企業の資本価値の変動
というものは、価格の変動を原因とする利益または損失を惹起し、利潤
は資本価値の中に資本化されるということであった。（かれの利潤に関す
る定義には、独占利潤は含まれていない。）既に上記のF．H．Knightもま
た、初期の著作で革新より生ずる利益（returns）の資本化問題について言
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及していた。次いでG．Myrdalは、　F．H．Knightに倣って確実性（cer－
tainity）を前提条件とする諸変化は、資本化されている利潤の創出とは
ならないことを説き、利潤が創出されるのは、新しい情報を入手し、経
済的な危険（risk）を覚悟の上でそれを利用しうる人々に対してであると
主張した。そこよりかれは、経済的に危険を、可能性として存在する収
益或いは費用の価値とその蓋然性との数学的な産物として定義し、企業
家の負う危険は、利潤に対する数学的な期待（expectation）であると説い
た。この場合かれは、企業家の負う危険は、次のような相互関係にある
原因より発生すると考えた。即ち1．生産は時間を消費すること、2．
諸変化は生産過程を通じて発生しうること、3．これらの諸変化は完全
に確実には予測できないが、大かれ少なかれ、蓋然的なものとして予想
されうると言ってもよいこと、4．諸変化の修正には時間を要すること。
更にかれは、このような危険の発生原因に関する叙述をうけて、企業家
が、完全な情報を所有していなくても、企業家自身が将来のことについ
て無知（ignorance）であるということを正確に理解している場合には、
企業家が感知する危険は、合理的で客観的であり、この危険は、企業家
の将来に関する相対的な無知の程度に関わる関数となると説いた。そし
てかれは、経験と判断が所与であるとすれば、一般に人々が、将来に関
して客観的に正確な洞察・理解をすることが可能であると主張した⑧。だ
がまたかれは、この危険に関する認識が、しばしば最も非合理的なもの
となる場合もあること、そして将来事象に対する余りに過大な信頼と余
りに低い危険の予測をすることも、普通の人間の特性であることに留意
した。
　ところでG．Cassel・G．K．Wicksell・D．Davidson（9）等を代表とするい
わゆる北欧学派の生成期の所説は、北欧学派の形成期を告げるG．
Myrdalが上記の著作で展開した所説以後、スウェーデンでは概して巨
視的・動学的なマクロ経済理論として展開していった。それは、E．R．
Lindal　E．F．Lundberg－－J．M．Keynesの一般理論への、多数の論
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者による反論など、一連の動向であった（10）。だがまたストックホルム学
派は、既に1920年代末期には、個々の企業の行動に関する微視的・動学
的なミクロ経済理論の樹立のための研究にも着手していた（11）。
　G．Myrda1の上記の著作は、既述の行間より示唆してきたように、一般
均衡理論を基礎としてその所説を展開したかれの恩師G．Casselより
も、遙に現実的に市場メカニズムの機能を明らかにすることを、その執
筆の目標の一つとしていた。もとよりかれは、191頁（cf．2）で触れたよう
に、経済変動問題に関するG．Casselの抽象的・一般的ではあるが、理想
化され分析モデルを基本的には承認した。だがかれが、その所説を展開
するに当たってより直接な手掛かりとしたのは、F．H．Knigthの所説即
ち危険と不確実性が存在する環境の下での企業家活動に関するその分析
であった。ストックホルム学派の経済変動分析に関する諸説でしばしば
引き合いにだされるJ．Schumpeterは、G．Cassel的な一般均衡論より出
発したが、如何にしてこの均衡が破壊されるかということを標的とし、
かの革新の概念とそれを遂行する企業家の役割に注目した。F．H．
Knightもまた、危険の概念を前提として企業家の活動を重視した。そし
てかれのこのような思考は、J．Schumpeterの影響によるものであった。
この点でG．MyrdaIは、間接的にせよ、少なくてもJ．Schumpeterの所
説からも一定の影響をうけていたと言える（’2）。
　G．Myrdalは、このような先学者達の所説を手掛かりとして、価格形成
の問題をめぐる現実的な市場メカニズムの機能に関する既述のような主
張を更に進めて次のように説いた。即ちたとえ企業家達の行動が、危険
を認識する場合人間の本姓に根ざした非合理的なものを内在するとして
も、かれらが非合理的・主観的に認識・予想する将来の成果のみが、か
れらの各種の企業行動の選択基準とはならないこと、そのため必要なこ
とは、危険感（the　risk　attitude）を反映・評価する係数を導入すること、
この係数を危険の回避度よりも大きくさせるような各種の緒要素も存在
すること（例えば効用逓減の法則）、F．H．Knightの見解即ち危険という
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ものに対して保険がつけらるべきである場合その条件は、危険が測定可
能であるべきであるという主張もまた、この点より論評されるべきであ
ること、通常の企業危険には保険をつけることができないのは、その測
定が不十分であるということによるのではなくて、企業危険の非自立性
と道徳的・倫理的な不確実性（個人的な危険）とが結合していることに
よること、これとは逆に、測定不可能な危険に保険をつけることは、可
能であること、不確実性と対比された危険は、保険をつけることに適し
ているか否かという問題に対する必要な条件でも十分な条件でもないこ
と、そして企業家の優れた手腕が検証されるのは、各種の危険が、例え
ば、保険のようなものによっては除去されることができないような状況
の下であると説いた㈹。
　G．Myrdalは、危険・不確実性・事前的な期待と事後的な結果・その下
での企業家の手腕という諸概念を前提として、更に利潤問題を考察した。
この場合かれは、それぞれ異なる時点でなされる価格設定は、相互にど
のような関係にあるかということを問い、この関係の連結環となるもの
は、将来に対する人々の期待であると主張した。そこよりかれは、利潤
の発生を説明する集計的な理論に代えて、経済主体としての個別企業の
暫定的な（intertemporal）な計画と期待に関する理論を提示した。即ちか
れは、将来に関する期待は、様々な事象によって影響されること、その
ため可能性としての均衡（或いは正常）価格は変動する筈であること、将
来の諸変化は、それらが期待されるや否や直ちに価格形成に影響を及ぼ
す筈であること、だがまた同時に、需給の変化に対する価格調整の過程
は、さほど迅速でも鋭敏でもないと説いた（14）。そしてかれが、このよう
な一連の主張の中でしばしば強調したことは、事前的な期待・予想と事
後的な結果・成果とを比較した場合必ず生ずる両者の齪酷・乖離が、価
格形成の動学的な要因を生むということであった（15）。
　このようなG．Myrdalの主張に対する経済理論上の、或いは経済学史
上の評価はどうあれ、本稿との関連で言うべきことは、かれが、その主
200
張の中で個別的な経済主体が樹立する各々の計画と期待とにその注意を
集中したという事である⑯。この点で本稿で留意したいのは、かれが、
事前的／事後的という概念設定を基軸として、たとえ数期間に限定され
ているにせよ個々の経済主体の計画と期待に着目し、個々の経済主体が、
かれらの将来については不完全な知識しか持っていないことを意識して
いると想定し、それが、危険を回避することを通じて、個々の経済主体
　（特に企業）の行動に影響を与えると主張した点である。かれが提示した
この事前的／事後的な概念は、スウェーデンの商業技術論／企業経済学
のその後の発展にとって、明示的にせよ暗示的にせよ、様々な問題を提
起する契機となったのであった。
　総じて言えば、上記のようなストックホルム学派の動向は、K．Wick－
sellのかの累積的な過程に関するマクロ的な分析とG．Myrdalの説く非
静態的な経済現象に、新古典学派のミクロ経済学を拡張しようとする試
みであった。K．Wicksellの価格水準分析も、G．Myrdalの、変貌する不
確実な環境の下での企業計画分析も、比較静学が分析用具として不十分
であるような過程を研究しようとする試みであった。そしてマクロ経済
学とミクロ経済学の関連は、事後的・事後的という概念によって結合さ
れた。事前的な期待から出発して、個々の企業と家計とは、その将来の
活動を計画する。その期間末に示される期待された可変数の価値（事後
的）は、期間始めの期待と相違する筈である。それは、個々の期間の計
画の間にある協調の欠如或いは予期せざる外部的な事象より生ずる。事
前的な期待と事後的な結果との間の乖離は、将来期間に対する期待と計
画の修正となる。予期さぜるもの一事前の期待と事後の結果とのギャ
ップは、同学派の理論経済学上の期間分析のシステムを駆動する要素の
一つとなった（17）。同時にそれは、スウェーデンにおける商業技術論／経
済学の発展の契機の一つとして、同国において理論経済学から相対的に
自立した企業に関する理論的研究したがってまたその一環或いはそれを
前提とした会計領域での様々な研究を新たに開拓していく可能性を開い
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た。
　ところでスウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の領域で、G．
Myrdalの所説に示唆されるような、経済諸理論における企業理論で示
された経済学的な分析手法とそれを基礎とした企業分析に関する所説が
より一層具体的に展開されるようになったのは、1930年代に入ってから
であった。その一例としてあげられるのは、費用・生産の理論（kost－
nads－och　produktionsteorin）と独占的競争の理論（teori　f6r
monopolistisk　konkurrens）である。
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学は、その教育・研究上の主要
な問題の一つとして、比較的古くより費用計算（kostnadsberakning）の
問題に携わってきた。そしてこの問題は、1930年代に入ると、スウェー
デンにおけ経済社会の発展に伴って、次第に投資計算（investeringskal・
kyler）の領域をも含むようになった。同国の場合、従来、費用計算の問題
は、長期にわたって国民経済学的な費用論や価格論との接点なしに存在
してきた。その場合当時の論者達がさしあたり引き合いにだし、或いは
依拠したのは、E．Schmalenbachとその門弟達が形成・展開してきた費
用計算論であった㈹。価格問題の取扱いは、同国でも、少なくても世界
的にそうであったように、1920年代末期まで、A．Marshall及びケンブリ
ッジ学派の経済学者達の所説を基礎としていた。それでもスウェーデン
における商業技術論／企業経済学や国民経済学という領域の教育・研究
者達の間では、比較的少数の人々は、既に触れたように、例えば、1．Fisher
の「資本と所得の本質」（1906）や、J．M．Clarkの「製造間接費の経済学」
（The　Economics　of　Overhead　Costs，1923）のような著作を、時折、熟
読した。既述のように、G．Myrdalもその一人であった。1930年代に入る
と、既にドイツでは、商業技術論／企業経済学の領域で費用研究を、国
民経済学との接点を見いだしながら、理論的に基礎ずけ、産業界の現実
の要請に適用させようとする試みが、着実に進展していた。例えば、
Heinrich　von　Stackelbergの著作「純粋費用論の基礎」（Grundlagen
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einer　reinen　Kostenteori，1932）やErich　Schneiderの著作「生産の理論」
（Theori　der　Produktion，1934）及び「工業計算制度の基礎入門」（EinfU－
hrung　in　die　Grundlagen　des　industriellen　Rechnungwesens，1939）は、
その左証である。特にE．Schneiderの研究領域の中心は、企業の経済計
画と家計の経済計画の会計学的な研究にあったが、かれは、その理論構
築に当たって、アメリカ・ドイツはもとよりスカンヂィナヴィア諸国の
経済理論を利用した。このことは、スウェーデンの商業技術論／企業経
済学が、その領域の一環として組み込んだ費用計算論の教育・研究を本
格的に着手する上で、多大な刺激となった。しかもかれの生産に関する
理論は、後には農業経済における生産に関する理論としても一定の刺激
を与えた。もっともそれが具体的な成果として結実するのは、第2次世
界大戦以後であった（19）。とはいえスウェーデンの商業技術論／企業経済
学は、費用計算問題の教育・研究では、例えば、Joe　Deanの「原価の統
計的な決定」（Statistical　Determination　of　Costs，1936）のような統計的
な費用関数の研究（de　statistiska　kostandsfunktionsunders6kningar－
na）、また個々の企業の市場行動の教育・研究では、例えば完全競争と絶
対的な独占に関する伝統的なミクロ経済理論の分析モデルなどを利用す
ることは、余りなかった。このことはまた、例えば、A．A．Cournotの複
占に関するモデルの場合にも当てはまった（2°）。
　その後商業技術論／企業経済学が、その分析手段としてミクロ経済理
論を利用することが始めて可能となったのは、アメリカのEdward　H．
Chamberlinの「独占的な競争の理論」（The　Theory　of　Monopolistic
Competition，1933）、編著「独占と競争とその取締規制」（Monopoly　and
Competion　and　Their　Regulation，1954），「価値の一層一般的な理論を
目指して」（Towards　a　More　Genera1　Theory　of　Value，1957）や、　A．
Marshallの流れをくむ俊英であるJohn　Robinsonの「不完全競争の理
論」（The　Economics　of　Imperfect　Cometion，1933）、「雇用理論入門」
（Introduction　to　the　Theory　of　employment，1937），「雇用理論関係の
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試論」（Essays　in　the　Theory　of　Employment，1937，2　nd　ed．，1947），
「利子率その他の試論」（The　Rate　of　Interest　and　Other　Es－
says，1952），「資本の蓄積」（The　Accumulation　of　Capital，1956），「経
済成長理論関係の試論」（Essays　in　the　Theory　of　Economic
Growth，1962）であった。周知のように、これらの理論の台頭は、1920年
代以後、理論経済学の研究に携わる人々の間で、旧来の完全競争市場を
前提とする価格形成の分析に対する不満と批判より出発して、より現実
的な研究が進み、純粋の競争でも純粋の独占でもない、寡占或いは独占
的競争と呼ばれる不完全競争形態を価格・所得・費用分析の中心におく
ようになったことを契機とした（21）。E．H．ChamberlinとJRobinson
は、同一問題を研究して、しかも殆ど同一な結論に到達した。この場合
E．Chamberinは、独占と競争との中間より出発し、製品の専門化と販売
費との差別化的な機能を強調して、寡占を市場の中心的な形態と考えた。
これに対してJ．Robinsonは、非競争即ち独占として認識することより
出発し、現実の市場に接近し、消費者が、商標、品質、運賃、場所、用
益（或いは便宜性）、金融的な便益、広告等によって特定な企業を選好す
る事実のあることを明示し、市場が不完全市場であることは常態である
という見解を提示した（22）。とりわけ後老の著作は、製品差別化と販売費
の問題を含んでおり、企業経済学の領域では極めて有効な分析手段とな
った。同一のことは、屈折需要曲線（den　kfiackta　efterfr邑gakurvan）に
関するHall＆Hitchの理論（1939）についても当てはまった。これらの一
連の理論は、市場経済の将来の発展のための理論的な基礎を構築すると
いう役割を果たした。更に注目するべき理論は、ハンガリイに生誕し、
ドイツ及びスイスで学び、後にプリンストンで教鞭をとった数学者John
von　Neumann（1903－1956年）及びウィイン大学で学び、同じくプリンス
トンで教職に就いたOskar　Morgensternとの共著「ゲイムの理論と経
済行動」（The　Theory　of　Games　and　Economic　Behavior，1944）及び
Coases　Economica－　artikel（記事）の中の「企業の本質」（The　Nature
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of　the　Firm，1937）である。前者は、ゲームの理論の適用、後者は、市場
の価格形成が中央政府の計画によってなされる問題を取扱っていた。そ
れらは、何れも後に、企業理論の経済学的な基礎を与えた。スウェーデ
ンの商業技術論／企業経済学もまた、その成果を分析手法として援用し
たのであった（23）。
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